
外部理事・監事の必要性と定款改訂の概要 
定 款 改 正 案 現 行 定 款 備     考 

（報酬等） 

第 18 条 評議員には、評議員会の決議により別に定め

る役員及び評議員の報酬並びに費用に関する規則に

より報酬等を支給することができる。 

 

（報酬等） 

第 19 条 評議員は無報酬とする。 

２ 評議員には、その職務を行うために要する費用の

支払いをすることができる。 

３ 前２項に関し必要な事項は、評議員会の決議によ

り別に定める役員及び評議員の報酬並びに費用に

関する規則による。 

 

 

 公益認定法改正（R7.4.1） 第５条第１５・１６項 新設 

 外部理事・監事の導入により定款の改正 ① 員数を変更する 

                    ② 報酬を支給する 

 
公益法人 information Q&A 

Q 「設立者が法人の場合、その役員・使用人でない者」との外部理事・監事の要件については、公益財団法人

の設立者が地方公共団体であった場合にも適用されるのでしょうか。 

Ａ 地方公共団体は法人であり、その役員・使用人も外部理事・外部監事になることができません。 

役員とは、「理事、監事、取締役、会計参与、監査役、執行役その他これらに準ずる者」（認定規則第１条第

３項第２号イ）との定義に基づき判断します。すなわち、これらの役職が、他人の指揮監督下に置かれず、

法人の業務を執行し、若しくは法人の業務の執行に係る決定又は現に行われる業務執行に対して意見するこ

とができるなど、当該法人の業務執行に関して強力な権限を有している者と考えられることから、地方公共

団体の知事や市町村⾧はこれらに準ずる者として役員に当たるものと考えられます。また、地方公共団体の

使用人については、私法人における使用人の考え方（Ｑ７使用人とは、一般的に法人と雇用契約を結んでい

たり、指揮命令系統に入っている者をいいます。）と同様と、行政事務において、役員（知事・市町村⾧）か

ら指揮命令を受ける者を指します。 

 

（種類及び定数） 

第 30 条 この法人に、次の役員を置く。 

 （１） 理事３名以上１０名以内 

 （２） 監事３名以内 

（種類及び定数） 

第 31 条 この法人に、次の役員を置く。 

 （１） 理事３名以上９名以内 

 （２） 監事２名以内 

 

（報酬等） 

第 36 条 役員には、評議員会の決議により別に定める

役員及び評議員の報酬並びに費用に関する規則によ

り報酬等を支給することができる。 

 

（報酬等） 

第 37 条 役員は無報酬とする。 

２ 役員には、その職務を行うために要する費用の

支払いをすることができる。 

３ 前２項に関し必要な事項は、評議員会の決議に

より別に定める役員及び評議員の報酬並びに費用に

関する規則による。 

 

 

外部理事・監事の選定に関する方針 

１．外部監事の役割としては、会計監査という視点に捕らわれず、法人の活動状況などを把握したうえで、公

益法人の在り方を指導・監督していただく方を想定（経営的な視点を有する方で、税理士・会計士に限る

ものではない）。 

２．会計チェックは、会計事務所にて対応予定であり、今後も各監事には会計報告のうえ、監査いただくこと

に変化はない。 

３．役員等候補選出委員会は、評議員⾧と幹事にて構成を想定しているが、理事会の指揮下の幹事会の位置づ

けではなく、評議員会へ本基金に相応しい候補者を選出するための独立した組織として位置づけるもの。 

４．候補者の選定にあたっては、事務局は選出委員会の求めに応じ、必要な調査・調整を行う。 

５．報酬規則の見直しでは、地方公務員（特別職及び一般職）は従来どおり無報酬とするもの。 

 

 

 

 

 

 

 


